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　貸　 借　 対　 照　 表　
（２０２１年３月３１日現在）

株式会社旭化成アビリティ

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

円 円

（　資　産　の　部　） 　（　負　債　の　部　）　 ( 551,751,513 )

　流　動　資　産 193,739,333 　流　動　負　債 447,845,413

現 金 及 び 預 金 65,346,573 買 掛 金 31,104

売 掛 金 6,982,265 未 払 金 1,239,601

商 品 1,888,100 未 払 費 用 397,087,032

貯 蔵 品 7,654,238 未払住民税及び事業税 9,896,906

前 払 費 用 1,144,342 未 払 消 費 税 等 38,866,200

未 収 入 金 104,473,928 預 り 金 724,570

立 替 金 6,249,887

　固　定　資　産 392,455,800 　固　定　負　債 103,906,100

319,814,684 退 職 給 付 引 当 金 103,906,100

建 物 240,878,490

構 築 物 25,085,694 　（　純 資 産 の 部　）　 ( 34,443,620  )

機 械 及 び 装 置 4,571,798

車 両 及 び 運 搬 具 2 　株　主　資　本 34,443,620  

工具、器具及び備品 34,121,880 資　　本　　金 40,000,000  

建 設 仮 勘 定 15,156,820 資 本 剰 余 金 10,000,000  

資 本 準 備 金 10,000,000  

2,823,145 利 益 剰 余 金 -15,556,380 

ソ フ ト ウ ェ ア 2,612,134 そ の 他 利 益 剰 余 金 -15,556,380 

電 話 加 入 権 等 211,011 繰 越 利 益 剰 余 金 -15,556,380 

69,817,971

長 期 前 払 費 用 725,292

繰 延 税 金 資 産 69,042,679

差 入 保 証 金 50,000

資　産　合　計 586,195,133 負債・純資産合計 586,195,133 

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　　　　　･･････ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）
　　　　　　　　　　　　に基づく定額法
　　　　　　　　　･･････その他の無形固定資産は定額法

（３）リース資産　･･････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　　　　　　　　　　　　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が
　　　　　　　　　　　　2008年3月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
　　　　　　　　　　　　に準じた会計処理によっている。

２．引当金の計上基準

（１）退職給付引当金･･････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
　　　　　　　　　　　　　年金資産の見込額に基づき計上している。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理方法
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

（２）連結納税制度の適用
　　　連結納税制度を適用している。

（３）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設された
グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが
行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の
適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号）第３項の取扱いにより、
「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針28号）第44項の定めを
適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいている。


